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横浜市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について（市第64号議案） 
 

１ 「地方公務員の育児休業等に関する法律」の改正による制度改正内容（※ 制度については、法律事項） 

 

部分休業（１日２時間まで職務免除：給与カット） 対象となる子の年齢の引上げ 

育児休業 

（完全に仕事を離れる：無給） 

育児短時間勤務 

（週５日、１日あたり４時間勤務など：給与は時間割で支給）

子の年齢           ３歳に達するまで 小学校就学の始期に達するまで 
 

 

 

 

 

改正  

 

 
新設  

 

 

２ 条例の主な改正内容（※ 制度の運用に関する事項については、条例事項） 

 (1) 育児短時間勤務制度に係る運用規定の追加 

   法律において「条例で定める」とされている事項について規定を追加します。 

〔第７条の２〕～〔第７条の10〕 
【条例で定める勤務の形態】 

・土日を勤務を要しない日とする職員 

 勤務日・勤務時間 勤務を要しない日 

ア 週５日 １日当たり４時間（週20時間） 土日 
イ 週５日 １日当たり４時間45分（週23時間45分） 土日 

ウ 
週３日のうち２日 １日当たり７時間45分 

１日 １日当たり４時間（週19時間30分）
土日と月～金 
のうち２日 

 

・その他の職員 

 勤務日・勤務時間 勤務を要しない日 

ア １週間当たり20時間、23時間15分又は23時間45分 ４週間毎に８日以上 

イ １週間当たり20時間、23時間15分又は23時間45分 
４週間以下の期間につき
１週間当たり１日以上 

 
(2) 育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整 

   職務に復帰した場合において、その育児休業の期間のうち、勤務したものとみなす期間

を求めるための換算率を、「２分の１」から「100分の100以下」に改正します。〔第６条〕 
 

３ 附則 

(1) 施行期日 

公布の日（ただし、育児短時間勤務については平成20年4月1日とします。） 

(2) 関係条例の改正 

   育児短時間勤務の導入に伴い、次の条例に育児短時間勤務に係る規定を追加します。 

  ア 横浜市一般職職員の給与に関する条例 

  イ 横浜市職員に対する期末手当及び勤勉手当に関する条例 

ウ 横浜市退職手当条例 

エ 横浜市一般職職員の勤務時間に関する条例 

  オ 横浜市一般職職員の休暇に関する条例 

  カ 横浜市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 

  キ 横浜市企業職員の給与の種類及び基準を定める条例 


